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事業内容・目

標達成状況

の振り返り

障害者が各々の障害の程度に応じた自立を目指し、自分らしく、いきいきとした生活ができるよう支援ができた。

改革改善

の考え方

①問題

点

増大する障害福祉サービス費等の財源確保

②改革

提案

必要なサービスの提供が受けられるようにするためにも、所要の財源確保を図る

総事業費①+② 265,644 402,722 397,912

人件費計（千円）② 6,079 7,152

33,096

正規職員所要時間 1,700 2,000

臨時職員所要時間

一般財源 69,477 100,681 91,709

その他

起債

県支出金 64,891 100,680 97,690

国庫支出金 125,197 201,361 201,361

事業費計（千円）① 259,565 402,722 390,760 33,096 （国）障害者自立支援給付費等負担金（１／２）

201,361千円

（県）障害者自立支援給付費等負担金（１／４）

97,690千円

25年度予算額 特定財源内訳、補足

8,274

16,548

8,274

事業コスト 23年度決算額 24年度予算額 24年度決算額

24

年

度

事

業

内

容

障害者の自立した日常生活や社会生活を営む為の支援サービス

　（１）　宿泊型自立訓練

　（２）　自立訓練（生活訓練）

　（３）　就労移行支援

　（４）　就労継続支援Ａ型

　（５）　就労継続支援Ｂ型

　（６）　共同生活援助

（１）実利用者数

（２）実利用者数

（３）実利用者数

（４）実利用者数

（５）実利用者数

（６）実利用者数

（１）　12人

（２）　29人

（３）　73人

（４）　110人

（５）　134人

（６）　24人

事業内容 名称 活動指標

事

業

概

要

１　宿泊型自立訓練（地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓練を行う）

２　自立訓練（生活介護）（食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援や、日常生活上の相談を円滑に行う）

３　就労移行支援（一般就労等への移行に向けて、作業や実習、職場探し、就労後の職場定着のための支援等を行う）

４　就労継続支援Ａ型（雇用型）（就労や生産活動の機会を提供するとともに、一般就労等への移行に向けて支援を行う）

５　就労継続支援B型（非雇用型）

６　共同生活援助（世話人のいる住宅等で、数人と一緒に生活をする）

目

標

種別 24年度実績 25年度計画

定性

目標

19 9 10

指標名及び単位 24年度計画

成果

指標

自立支援訓練等給付を受けている障害児者数／６５才未

満の障害児者数　（％）

9

28年度見込み

６５才未満の障害児者数（人） 1976

意図（どういう状態

にするか）

障害者が各々の障害の程度に応じた自立を目指し、自

分らしく、いきいきとした生活ができるようにする

向上させたい上位施

策の成果指標

安心して地域で日常生活が送れている割合

備考（指標変更など）

目

的

対象（誰・何を） ６５歳未満の障害者

対

象

指

標

指標名及び単位 24年度数値

施策 34 障害者福祉の推進

基本計画上

の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

課等名 福祉課 係等名 障害福祉係

事業種別 政策 開始 18 終了 25

事務事業名

会計 一般会計

自立支援訓練等給付事業

34 事業№ 12 13平成24年度事務事業実績評価表【政策・経常共通】 政策№ 3 施策№


